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１．はじめに

近年の管理会計研究においては，日本的管理会計に焦点をあてた研究が活発

に行われ，その組織との関係からの分析が数多くなされてきている。特に廣本

[2009］では，日本的管理会計が自律的組織を前提とする「学習と創造の経営

システム」に組み込まれた管理会計システムであると特徴づけられている。

日本的品質管理における品質コストのビヘイビアについても，品質にもとづ

く学習理論を適用したＴＱＭモデルが提示され，学習効果が認識されている。

本論文においては，学習効果が特に発現しうる自律的組織を前提として，その

学習効果を評価するための原価差異分析について提案を行うものである。そこ

で，本論文では，日本的管理会計を前提とし，まず自律的組織とコストマネジ

メントについて整理し，コストマネジメントにおける学習効果と原価改善・原

価維持について検討し，その分析において，その効果が定量的に容易に認識可

能なことから，特に作業の反復により能率の向上が得られ，作業時間の低減

がもたらされるという経験則にもとづく習熟効果を考慮した新たな原価差異分

析について提案を行う。
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２．自律的組織とコストマネジメント

２－１．自律的組織

企業の経営活動における学習効果について検討するうえで，その組織の特`性

を考察することは重要と考えられる□近年，経営哲学を共有して，学習し進化

する組織としての自律的組織に関する研究が活発に行われている。本論文で焦

点をあてる習熟効果を考慮した原価差異分析についても，対象となる企業組織

が学習する組織であることは前提となる。そこで，以下に自律的組織について，

整理，検討を行う。

廣本によれば，自律的組織とは「市場志向の哲学，更により深い経営哲学を

共有しながら，各組織単位が自律性をもち，自らの環境の変化に敏感に適応す

る組織である｡」とされ，また，「各組織単位は主体的・能動的に行動するが

価値観の共有と相互信頼関係のもとで，情報的相互作用を行うことによって，

全体として環境の変化に適応しながら進化していくことができる｡」とされる

(廣本編著［2009］16-17頁)。

この自律的組織については，日本的管理会計を検討する中で明らかになって

きたものであり，学習と創造の経営システム（日本的経営システム）において

前提となるものであるとされる（廣本編著［2009］31-33頁)。

そこで，日本的経営システムとは学習と創造の経営システムとされるがそ

れが如何なるものかについては，図表ｌのようにまとめられる。

学習と創造の経営システムは，経営哲学が重視され，組織文化・風土による

コントロールが非常に重要とされる。そのためには，業績のループだけでなく

組織文化・風土のループが適切に形成されるシステム設計が必要とされる。

変化の激しい不確実な経営環境のもとで[]本的経営システムの前提となる自

律的組織は，主体的，自発的に意思決定し行動する個人から成る組織であり，

その各組織単位は，主体的・能動的に行動するが経営環境の変化に適応し進

化するために価値観の共有と相互信頼関係のもとでの`情報的相互作用が必要
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とされる。また，

べき方向`性を示

シップは不可欠

習と創造の経営システムが適切に機能するためには，学 と 進むる

方 すとともに，

とされる｡

'情報的相互作用を促進するためにも．進互 リーダー７下
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図表ｌに示されるような学習と創造の経営システムにおいては，そうでない

組織と比べ，学習効果がより大きく得られると考えられる。したがって，本論

文で焦点を当てる習熟効果を考慮した分析については，学習と創造の経営シス

テムを前提とする組織において，より大きくその効果が発現すると考えられ，

その分析は重要となる。

２－２．ミクロ・マクロ・ループ

日本的経営を分析する上で，ミクロ・マクロ・ループ（以下ＭＭループ）

は有用なツールとされる。そこで，ＭＭループは次のように説明される（廣

本敏郎編著［2009］１８頁)。

(1)個々の組織構成員（ミクロ）と組織全体（マクロ）の間に脈絡をつける，

あるいは，関係性を作り出すメカニズムである。

(2)ミクロとマクロの間に流れる情報に焦点を当てている。

(3)ミクロとマクロの間に流れる情報には多様なものが含まれるが，基本は，

各構成員の行動および全体の業績に関する情報である。

ＭＭループの基本概念図の基本概念図は，図表２のようにあらわされる。

図表２ミクロ・マクロ・ループの基本概念図

マクロ

組織業績

解釈・判断・行動 解釈・判断・行動

ミクロ（組織構成員） ミクロ（組織構成員）

廣本敏郎編著［2009］１８頁引用

ＭＭループは，程度の差はあるとしても如何なる組織にも存在し，経営シ

ステムの本質的な目的は，このＭＭループを適切に形成し，形成されたＭＭ

ループを適切に回すことであり，経営システムは，このような経営管理プロセ

スを支援・促進するために存在するとされる｡

－４－



経営論叢第２巻第２号（2013年３巻 第 月

自律的組織の構成員は，主体的， 自発的に意思決定し行動する個人であるから,構 体 発貝 し

句その自律的個人の努力を組織目標の達成に向けて調和させるよ うに適切な人 調 切， し

ＭＭループを形成し成 `情報創造のＭＭループを適切に回すことが必要とされる。報 週 回し Ｌ

２－３．自律的組織における原価管理律

自律的組織における原価管理を考える際‘ 日本的管理会計における業績測定本 ， おえ

システムを確認することは，

する。

軍 と考えられるので，以下にこれについて整考要 理下 てス しＬン

図表３日本的管理会計における業績測定システム

ネアプマネジメント

↓
全 体マクロ

実体的業績

行動計画

杓 務的業績

射合予筑

的誼 業ヨミ

行 動 総画 =Ｆ

/、－－~一一

/÷'------ Ⅱ------------- ￣￣1

ザ1１－１１－－写_ごノ 丁〆

Ⅱ標原価計算Ⅱ標

、、／／ ↓↓
部門業績門業績 部門業績部門業績 績目標績目標業 業 業部

|←傷Ｉ

（
行

／ ドド ウ
イードノ、ツ

（

計

計画α

学習と

実行

創造
1-----￣-----------戸一一一一一戸～

Ｉダブル・ルーープ学習’
'-----------------______＿

角し

グ
ユ

ル・ループ学習ナ
■炉

／
｢－－－－－－－－￣------------1

、 ／ 企業家ギャップ業

業

］三’一 業従業員従 '－－－－－-－－－－－－､－－－－１

1--＝￣￣－－－￣－－－￣--------1

ロ律的組織律 的 い目標尚

1..＝＝－－－------－－－１

「~~~~~￣~~~~~~~~--------- 1

｜業績側jガョビシステムＩ
L___-－－－－－－－－－＿_＿＿_--------_Ｉ

昌績測定シズ

(影響システ

續 則 疋 ム下
ゾゾ

１
－－－」 Ⅱ-－

ニニ､

浩

廣本敏郎・加登豊・岡野浩責任編集［2012］２６頁引

一５－

頁 用_貝



[論文］学習効果を考慮した原価差異分析（井岡）

図表３に示されるように従業員の進むべき方向`性を明確にし，’情報的相互

作用を促進するためにも実体的業績のＭＭループを考慮する必要があり，ま

た財務的業績評価のＭＭループにも配慮が必要であるが，両者の有機的連動

も必要とされる。なお，学習と創造の経営システムのためには，適切な従業員

教育が重要であり，リーダーシップも不可欠とされる。また業績のＭＭルー

プに影響を及ぼす組織文化･風土のＭＭループにも配慮が必要であるとされる。

学習と創造の経営システムのためには，自律的組織を前提とし，その自律的

個人の努力を組織目標の達成に向けて調和させるように適切なＭＭループを

形成し’情報創造のＭＭループを適切に回すことが必要とされるが，それが

実現された場合の管理については，特に学習効果が発現する例として，品質管

理活動に対する測定に関する品質コストにおける古典的モデルに対するＴＱＭ

モデルの場合があげられる。そこで以下にこれを示す。

品質管理活動における品質コストと品質水準の関係についての議論は，古典

的モデルとＴＱＭモデルにより説明されている。これを示すと以下のとおりで

ある。梶原［2008,19-24頁］によると品質管理活動が特定の部門で専門的に

行われ，検査を中心的手段とする伝統的品質管理における品質水準と品質コス

トの関係をあらわしたモデルを古典的モデルとよび，全員参加のもとＱｃサー

クルなどの小集団活動を通じての継続的改善を重視する日本的品質管理のもと

での品質水準と品質コストの関係をあらわしたモデルをＴＱＭモデルとよんで

いる。このＴＱＭモデルは日本的管理会計の分析の１つであり，前述の学習と

創造の経営システムにおける分析のツールとなっていると考えられ，学習効果

の蓄積による原価低減を示す代表的な例と考えられる。

そこで古典的モデルは，図表４に示されるように品質水準を横軸に品質コス

トを縦軸にとり，次のように説明される。

品質水準の向上には，追加的なコストが必要であり，予防・評価コストは品

質水準を向上させると増加し低い品質水準では高い失敗コストが発生し，品

質水準が向上すれば失敗コストは減少するとされる。したがって予防・評価コ

ストは右上がりの曲線であらわされ，失敗コストは，右下がりの曲線となり，

－６－



経営論叢第２巻第２号（2013年３月）

その合計としての総品質コストは下に凸の曲線であらわされる。したがって経

済的最適品質水準は，最高の品質水準とはならないとされる｡

図表４古典的モデルの品質コスト

品
質
コ
ス
ト

スト

,品質水準

経済的最適品質水準０％

(１００％欠陥品）

１００％

(100％欠陥品）

そこで，予防・評価コスト，失敗コストおよび品質水準の関係をまとめると

次のようにあらわされると考えられる。
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なお，予防・評価コストと失敗コストの曲線と失敗コストの交点における品

質水準が，必ずしも経済的最適品質水準とはならないことは注意を要する。す

なわち，予防・評価コストをＰ(x)，失敗コストＦ(x)，品質水準をｘであらわ

すと総品質コストＣ(x)は，（１）式のように予防・評価コストをＰ(x)と失敗コ

ストＦ(Ｘ)の和として，（１）式のようにあらわされる。
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Ｃ(x)＝Ｐ(x)＋Ｆ(x）

ここで，最小化の条件としては，

となる必要がある。

（１）

(2)式のようにｘについて微分したものが０

０

〃｜血十

〃｜血

伽一山 (2)

したがって器一幕を満たさなければならない.つまり経済的最適品質水

準においては予防・評価コストの曲線の傾きと失敗コストの曲線の傾きが正負

が逆で絶対値が等しくなる必要があり，(2)式を満たすことが条件となる。し

たがって予防・評価コストと失敗コストの曲線と失敗コストの交点における品

質水準が，必ずしも経済的最適品質水準とはならないことになる。

古典的モデルは静態的なモデルであるとされるが，次に示すＴＱＭモデル

は，品質に関する学習効果が働く場合，予防・評価コストは時間の経過ととも

に低下していくとされる。また予防活動への資源投入の効果は，長期にわたり

及ぶとされる。そこで，その関係を図示すると図表５のとおりである。

図表５における破線は，図表４の古典的モデルの品質コストをあらわす。予

防活動のための資源投入が逐次行われ，その後，その効果が長期にわたり，ま

た学習効果がはたらくことを前提とすると，その後の予防・評価コストの低下

を導き，予防・評価コストの曲線が下にシフトする。また予防活動の効果によ

り失敗コストの低減をもたらし，失敗コストの曲線も下にシフトする｡した

がって総品質コストも右下がりの曲線になると説明される。したがって，学習

効果の蓄積が，予防・評価コストの低減を招き，さらに，失敗コストの低下と

なり，総品質コストの低減につながるものであり，その効果を得るための組織

としては自律的組織である必要があることは自明であると考えられる。

なお，図表５に示されるようにＴＱＭモデルでは経済的最適品質水準が最

高品質水準において達成可能とされる。

－８－



経営論叢第２巻第２号（2013年３月）

図表５ＴＱＭモデルの品質コスト

品
質
コ
ス
ト

コスト

品質水準

経済的最適品質水準ＯＩＸ１

(１００％欠陥品） １００％

(100％欠陥品）

以上において示したことからもわかるように，古典的モデルにおける経済的

最適品質水準と異なりＴＱＭモデルにおいて実現可能な最高品質水準を与える

経済的最適品質水準が，より低水準において実現できるのは，学習効果が生じ

る自律的組織の場合において，より有効と考えられる。

３．原価改善システムと原価差異分析

３－１．原価維持と原価改善

学習効果とコストマネジメントについて考える上で，コストマネジメントに

おける原価企画・原価改善・原価維持の関わりについて整理することは重要で

－９－
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あるので以下にこれを示す。

原価企両・原価改善・原価維持については，歴史的にはトヨタ自動車で開発

し体系化されたものとされる')。そこで，門田［1993］によれば３概念は，

次の様に説明される。

(1)原価企画とは

製品のモデルライフを企画・開発段階と製造段階とに分ける場合に，製品の

企画・開発段階における利益管理のための原価低減活動を意味する。

(2)原価改善とは

製品の量産段階（製造段階）における利益管理のための原価低減活動を意味

する。

(3)原価維持とは

前期までに達成した原価水準を今期の標準原価とし，最低この原価水準を今

期の実際原価が上回らないようにキープすることである。

以上のように，これら３つはコストマネジメントシステムに含まれるが，本

質的には，利益管理のためのマネジメント・システムといえる。

さらに，原価管理（CostManagement）は，田中・原田［2011］によれば

図表６のように表わされる。その最広義の原価管理はコストマネジメント（広

義の原価管理）と原価企画からなり，コストマネジメントはコストコントロー

ルと原価改善に分けられる。そこでコストコントロールは狭義の原価管理であ

り，標準原価による原価維持のための管理であり，原価改善は標準原価そのも

のの引下げなどの原価低減のための管理となる。なお原価企画は開発設計段階

の原価管理となる。また原価管理の対象をどの段階の管理対象とするかという

観点からは生産段階のような原価の発生活動を管理対象とするか開発設計段

階の原価の決定段階を管理対象とするかの違いがあり，原価改善には原価の決

定段階を管理対象とする部分が含まれるとされる。
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そこで，本論文で対象とする学習効果，特に習熟効果については，その主要

な部分については原価維持を中心とするコストコントロールに属するが，－部

原価改善にも属する部分が存在することになる。

３－２．原価改善活動と原価改善システム

維持と改善については，品質管理においても重要な概念であるが，そこで維

持とは，結果が目標とするレベルであり続けるようにするための活動であり，

改善とは，目標そのものを高いレベルに持っていきそれを実現する活動とされ

る。また，改善を行いその状態を維持しさらに改善を行うというサイクル

を繰り返すことにより結果の向上を保証できるとされる2)。なお，コストマネ

ジメントにおける原価維持，原価改善も，管理のための測定尺度が原価である

という相違はあるが，本質的には同様のものとなる。

原価改善は，既存の製造段階において，目標利益を達成するために原価低減

活動をサポートするシステムであり，日本の先進企業において標準原価計算シ

ステムの外で，予算管理の一環として，部門別，費目別に原価改善が行われ，

また製品別の原価改善も行われているとされ，原価改善の概念は，伝統的な標

準原価計算による原価管理より広いとされる3)。

なお，原価改善システムの特性については，標準原価計算システムとの比較

において次の様な概念上および手法上の特徴が挙げられている4)。
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(1)概念上の違い

標準原価以下に実際原価を低減させるための原価計算システムであること。

目標低減額の達成をコントロールすること。

現行の製造条件を不断に変更することで原価低減を実現すること．

(2)手法上の違い

原価の目標低減額が毎月設定ざれ適用されるというように頻度が高い。

改善活動が年度中に実施され，原価の目標低減額が達成される。

原価の目標低減額と実際低減額との間での原価差異分析を行う｡

目標低減額が未達成の場合の原因調査と是正措置がなされる。

以上が，原価改善システムが標準原価計算システムによる原価管理と相違す

る特徴点として挙げられている。

いずれにしても，原価改善システムについては継続的改善を前提としてお

り，予算管理との関連性も強く，管理会計システムと現場レベルの改善活動を

も含むものである。なお，継続的改善のためには，学習効果は重要であり，そ

れを実現するためには，自律的組織の実現は不可欠である。

３－３．原価改善差異の測定

原価改善のための差異分析については，その検討の例が少なく未開発の部分

ともされるが，門田によれば原価改善差異分析は，操業度差異や予算差異のほ

かにも，期中のＶＡ（バリュー・アナリシス）活動による設計変更によって生

じる差異（｢スペック差異｣）も算出し，部門業績評価の際に認識することが可

能ともされる（門田［2006］304-307頁)。

門田［2006］では，当月の原価改善の実績を測定し，これと目標低減額とを

比較することにより，原価改善差異を評価している5)。そこで，原価改善差異

は，次式のように示される。

原価改善差異＝調整済み当月原価改善実績一目標低減額

ただしここで調整済み当月原価改善実績とは，当月原価改善実績からいわゆ

る操業度差異を控除したものである。
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このような，原価改善のための差異の分析は，継続的改善をより効果的に実

現するためにも，さらなる展開が必要と考えられる。その際，原価改善と学習

効果に関する分析も重要となる。

４．習熟効果を考慮した原価差異システム

４－１．習熟効果とは

経験にもとづき効率向上が生じる状況をあらわすものとして，経験曲線

(experiencecurve）があるが，これは生産の続行に伴い総原価が減少する事

実を表現するものであり，直接労務費だけでなく直接材料費や製造間接費，お

よび営業費にも低減効果が認められるとされる6)。

生産にあたって，作業の反復により能率の向上が得られ，作業時間の低減が

もたらされるという経験則にもとづく習熟曲線（learningcurve：学習曲線）

というものがあるが，これは，計画設定や統制を行う際，生産量の増加に伴う

単位当たりの生産に要する時間や原価の減少を考慮するために有用となる。

経験曲線にはコスト減少要因として，従業員の習熟と同時に規模の経済性，

工程の革新，広告の累積的効果などの種々の要因による効果が含まれるため，

一般的に経験曲線は習熟曲線を含む広い概念であるとされる7)。

習熟曲線の理論は，生産量の増加に伴う単位当たりの生産時間の低減と，そ

れによる製造原価の減少に加えて，その減少割合が，ある一定の規則を有する

という仮定から成り立っている。

習熟曲線は，累積生産量と製造時間の関係をあらわすものであり，累積生産

量が２倍になると，その平均作業時間が学習効果により－定率で低減するとい

うものである。そこで，習熟曲線の理論について，数値例にもとづき以下に概

説する。

【数値例ｌ】

最初の１個月の生産に125時間かかるとすると，その２倍の２個（＝１個×

２）を生産するための平均作業時間が，１個月の生産に要する125時間／個の
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80％にあたる100時間／佃（＝125時間／個×0.8）すなわち１個当たり１００時間

に低減する。したがって２個分の総作業時間は200時間（＝１００時間／個×２個）

になるというものである。さらに，その２倍の４個（＝２個×２）の場合には，

その平均作業時間が，２個の平均作業時間１００時間／佃の80％にあたる80時

間／個（＝100時間／佃×０８）に低減するというものであり，累積生産量と平

均作業時間および総作業時間の関係は，図表７のようにあらわされる。なお，

８個のさらに２倍の16個の場合も，またその２倍の32個のときについても同様

に平均作業時間が低減していくというものである。

図表７累積生産量と平均作業時間・総作業時間の関係（数値例１）

この累積生産量と総作業時間の関係は，図表８に示すように右上がりの曲線

であらわされ，平均作業時間は，原点と曲線上の各点を結んだ直線の傾きとし

てあらわされる。

このように累積生産量が２倍になると学習効果により－定率（この場合，

学習率80％）でその累積作業時間が低減し，それにより平均作業時間も低減す

るというものであるが，産業によっては，その学習率は60％から90％程度と幅

があるといわれる。したがって，労働用役の果たす役割が大きく，その結果，

労務費の占める割合が大きな，すなわち労働集約的な製品の製造においては，

－１４－

累積生産量 平均作業時間 総作業時間

１個

２個（＝１個×２）

４個（＝２個×２）

８個（＝４個×２）

１２５時間／個

１００時間／佃

(＝１２５時間／佃×０．８）

８０時間／個

(＝１００時間／個×０．８）

６４時間／個

(＝８０時間／個×０．８）

１２５時間

(＝１２５時間／個×１個）

200時間

(＝１００時'''１１／佃×２個）

320時間

(＝８０時間／佃×４個）

512時間

(＝６４時間／個×８個）
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標準原価の改訂の際，この学習効果の考慮が必要となる。

図表８習熟効果を考慮した累積生産量と総作業時間の関係（数値例１）

総作業時間

５１２

３２０

２００

1２５

８ 累積生産量０１２ ４

経験を通して学ぶことによる効果を考慮に入れることは，適切な計画の設定

あるいは効率的な統制のために必要不可欠である。この効果についての理論

が，前述の習熟理論あるいは習熟曲線の理論といわれるものである。この理論

は累積生産量の増加に伴い平均作業時間あるいは平均費用が減少するというも

のであり，またその減少の割合が一定の規則を有しているという仮定から成り

立ち，この減少の割合を習熟率という。Ｑ単位を生産する場合の平均作業時間

をｈ(Ｑ)，最初のｌ単位を生産するのに必要な作業時間数をａ，習熟率をｂで

あらわすと，習熟効果は，次式のように示される。

ｈ(Ｑ)＝aQb（３）

ただし累積生産量を２倍に増加したときのその平均作業時間の減少率がＫ

である場合，習熟率ｂは，次式のように示される。

ｂ＝log(１－Ｋ)／log２（４）

したがって(3)式は，次の様に書き換えることができる．

ｈ(Ｑ)＝aQlng(1-K)/Iog2 (3)′

したがって累積生産量が２倍になったときにその平均作業時間が20％減少す
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る場合，(4)式にもとづき，習熟率ｂは，log0.8／log2となる。

またＱ単位の生産にあたっては，その平均作業時間ｈは，(3)式および(3)′

式のようにあらわされることから，Ｑ単位を生産するのに必要な総作業時間数

Ｔ(Ｑ)については，累積生産数量Ｑと平均作業時間ｈの積として，次式のよう

にあらわされる。

Ｔ(Ｑ)＝Ｑ・ｈ(Ｑ)＝Ｑ・ａＱｂ＝aQb'１

＝ａＱ(log2(1-K))/Iug2 （５）

ただし，指数のｂは，(4)式のように減少率Ｋをパラメータとする。

したがって，数値例ｌの場合のように２の累乗の個数に対する離散的な測定

ではなく，任意の累積生産量Ｑに対して(3)'式により，それに対する平均作

業時間が求められ，また，任意の累積生産量Ｑに対する総作業時間は(5)式

により求められる．そこで，その数値例を次に示す。

【数値例２】

減少率が20％，最初の１単位を生産するのに１０時間必要とする場合の累積生

産量に対する平均作業時間と総作業時間の関係は，(3)'式および(5)式にもと

づき図表９のように示される。

図表9累積生産量と平均作業時間・総作業時

間の関係（数値例２）

－１６－

生産量 平均作業時間 総作業時間

１ 10.00 10.00

1００ 2２７ 2２７．０６

2００ 1８２ 3６３．３０

3００ 1．５９ ４７８２６

4００ 1４５ 5８１２８

5００ 1３５ 6７６２３

6００ 1．２８ 7６５２２

7００ 1．２１ 8４９．５３

8００ 1．１６ 9３００４

9００ 1１２ 1００７３７

1０００ 1０８ 1０８１．９７
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なお，生産量Ｑは，連続量としてとらえることができ，その平均作業時間

が低減する様子は，図表１０のようにあらわされる。

図表１０累積生産量と平均作業時間の関係（数値例２）

1２．００

１０．００

８００

６．００

４．００

２．００

０．００

Ｉ

０２００４００６００８００１０００１２００

なお，図表１０の曲線は，横軸の生産量１個における作業時間１０．０時間から定

義されるものであり，０個の生産個数に対しては定義されない。

数値データにもとづく分析については，最初のｌ単位を生産するのに必要な

作業時間ａおよび減少率Ｋをパラメータとし，累積生産量Ｑを独立変数とし

て，(3)'式および(5)式により容易に検討が可能である。

４－２．習熟効果を考慮した原価維持・原価改善分析

習熟曲線の理論にもとづき，累積生産量の増加に伴い，その平均作業時間が

一定率で減少することは前述のとおりであるが，単位当たりの作業時間の減少

については，図表11のとおりとなる。

図表,,において累積生産量Ｑに対する総作業時間は右上がりの曲線であら

わされるが，累積生産量ＱＩにおける単位当たり作業時間は点Ａにおける接線

の傾きであらわされる。そこである期間にＱ,個目からＱ2個目まで生産すると

Q1個目の単位当たり作業時間は点Ａにおける接線の傾きになり，Ｑ2個月の単

位当たり作業時間は点Ｂにおける接線の傾きになる。また，その期間の単位
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当たり作業時間の平均は直線ＡＢの傾きとなる。

図表１１習熟効果を考慮した総作業時間と単位当たり作業時間

総作業時間

ｈ２

ｈ】

累積生産量ＣＱ， Ｑ２

Ｑ単位目における単位当たり作業時間ｕ(Ｑ)は，Ｑ単位を生産するのに必要

な総作業時間数Ｔ(Ｑ)すなわち前述の(5)式を微分することにより求められ，

(6)式のようにあらわされる。

ｕ(Ｑ)＝ａ(ｂ＋ｌ）Ｑｂ

＝(a(log2（１－Ｋ))/log2）ＱＩＱｇ(1-K)/'(１９２ （６）

Ｑ単位目における単位当たり作業時間ｕ(Ｑ)は，(6)式に示すように最初の

ｌ単位を生産するのに必要な作業時間ａおよび減少率Ｋをパラメータとし，

累積生産量Ｑを独立変数とする減少関数としてあらわされる。したがって，

任意の生産数量Ｑ単位目の単位当たり作業時間は，(6)式により容易に求める

ことができる。

図表11のＱ１個目における単位当たり作業時間Ｕ,とＱ2個目における単位当た

り作業時間ｕ２とその期間の単位当たり作業時間の平均ｕＡｖの関係は図表l2の

ようにあらわされる。実際には，Ｑ1個目における単位当たり作業時間ｕ,とＱ２

個目における単位当たり作業時間Ｕ２まで下に凸の点線の曲線（強調した曲線

であるが）の形でＡからＢまで低減するが，近似的には直線の形で低下する。
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すなわち，Ｕ,とＵ２の平均ＵAV(＝(U]＋U2)／２）となり，その単位当たり作業時間

はＱ,とＱ２の平均の個数より小さな個数((Ｑｌ＋Ｑ２)／２）において達成される。

そこで，学習する組織の構成員としての従業員は，Ｑ1個目からＱ2個目まで

生産する間に習熟効果により単位当たり作業時間をＵ１からＵ２まで低減可能で

あり，その期間の単位当たり作業時間の平均は，近似的にはUAVであることに

なる。

製造原価のうち，特に直接労務費および間接労務費については習熟効果が働

くが，賃率をｗとすると製造期間中に前述のように単位当たり作業時間がｕｌ

からＵ２まで低減することにより，製品’単位当たりの直接労務費は，WUlから

ＷU2まで低減することになる。したがって，製品’単位当たりの直接労務費が

どの程度まで低減するかは，前述の習熟曲線における最初の’単位を生産する

のに必要な作業時間ａおよび減少率Ｋをパラメータとする習熟曲線のパラ

メータａとＫにより決まることになる。

図表１２習熟効果を考慮した単位当たり作業時間

単位当たり作業時間

ｕｌ

ＵＡＶ

ｕ２

累積生産量０Ｑ， Ｑ２

そこで，習熟効果を考慮した原価維持を考えると，作業標準としての習熟曲

線のパラメータａとＫにもとづき，Ｑ佃目における製品ｌ単位当たりの直接

労務費ＣＤL(Ｑ)は，次式のとおりとなる。

－１９－



[論文］学習効果を考慮した原価差異分析（井岡）

ＣＤL(Ｑ)＝ｗｕ(Ｑ)＝ｗａ(ｂ＋ｌ）Ｑｂ

＝ｗ(a(log2（１－Ｋ))/log2）QIog(1-K)/hmg2 （７）

習熟効果を考慮すると目標原価としての標準は，(7)式のように与えられる。

学習する組織としては，(7)式のように生産量の増加に伴い低減する原価を目

標とする必要があり，それを加味した原価を目標とする必要がある。したがっ

て，習熟効果を考慮した原価維持は，生産量の増加に伴い原価目標が習熟曲

線にもとづき低減することとなる。ただし，簡便的には，期首における累積生

産量ＱＢ個目における単位当たりの直接労務費ＣＤL(ＱＢ)と期末における累積生

産量ＱＥ佃目における単位当たりの直接労務費ＣＤL(ＱＥ)の平均(＝(CDL(QB)＋

CDL(QE))／２）として計算される。

図表１３原価改善による習熟効果

総

累積生産量Ｑ２ＣＱ，

各期間において，所定の最初のｌ単位を生産するのに必要な作業時間ａおよ

び減少率Ｋをパラメータとする習熟曲線のパラメータにもとづき原価維持を

実施し，目標値と実績値について差異分析を行うことが可能となる。

次に，習熟効果を考慮した原価改善については，原価改善活動の成果として，

図表13に示すように現時点の習熟曲線αから改善後の習熟曲線βに低減する
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ものである。

習熟曲線の低下は，減少率Ｋが小さくなる場合あるいは最初のｌ単位を生

産するのに必要な作業時間ａが小さくなる場合であり，推定される習熟曲線の

改訂となる。

４－３習熟効果を考慮した原価維持差異分析

習熟効果を考慮した原価差異分析については，前述の習熟効果を考慮した原

価を考慮すべきであるがその原価維持においても原価推定は欠かせないもの

となり，日常的な差異分析のみならず特に予測自体に対する差異の分析も重要

となる。すなわち，計画時点の予測が，計画実施後に経営環境等の変化により

修正が必要になった場合，計1111自身の予測に関する差異をいかに測定するかに

ついても，分離して把握する必要がある。

そこで，以下においては，習熟効果を考慮した原価維持差異分析において，

計画実施時点以降に経営環境等の変化により，予測の修正が必要となった場合

に，これが修正された場合の差異についても，検討を行う。

原価差異は実際原価と標準原価の差額であり，原価要素ごとに直接材料費差

異，直接労務費差異，製造間接費差異というように区分して，分析される。そ

こで習熟効果が現れやすい直接労務費に関して，以下に展開する。

なお，伝統的な学習効果を考慮した原価差異分析8)については，作業時間差

異から学習効果差異を分離されるが，総作業時間との関係で分析されたもので

あり，単位当たり作業時間との関係からの分析はなされていない。また習熟

効果の予測と実績に関する際についての分析もなされていない。そこで，これ

らを踏まえ，習熟効果を考慮した原価維持差異分析について，以下に検討を行う。

直接労務費差異は賃率差異と作業時間差異に分けられる。また，実際賃率を

wa，標準賃率をＷＳ，実際作業時間ｈａ，標準作業時間をｈｓ，実際痘接労務費を

cal，標準直接労務費をＣｌ，とあらわすと次式のように，直接労務費差異は，

実際面接労務費と標準直接労務費の差額としてあらわされ，また賃率差異と作

業時間差異に分けられる。
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Ca1-Cs,=(wa-wJhi,

+Ｗ(h鼬-hＪ（８）

右辺第１項が賃率差異を示すが，これは生産活動の測定量を貨幣価値に変換

する評価係数としての賃率が標準賃率から乖離したために生じた原価の増減部

分であり，また第２項は作業時間差異を示し，実績の測定量としての作業時間

が標準どおりではなかったことから生じる数量的増減差を標準賃率によって評

価したものである。

つぎに習熟効果を考慮した直接労務費の差異分析について以下に示す。単位

あたり実際作業時間をｕ,，単位あたり標準作業時間をｕｓ，であらわすと，実

際作業時間ｈ‘は，単位あたり実際作業時間ｕ⑪と実際生産数量Ｑの積であり，

また標準作業時間ｈ$は，単位あたり標準作業時間ｕ$と実際生産数量Ｑの積

であるので，前述の(8)式は，次のように書き換えられる。

Cal-Cs,=(wn-wJu1,Q,

＋ｗs(ua-uJQ，（９）

(9)式の右辺第２項が作業時間差異であるが，この作業時間差異に習熟効果

の影響が現れる状況を考え，その場合，習熟効果による差異をどのようにとら

えることができるかをつぎに示す。

複数期間にわたる場合をも含めて考えると，前期までの累積生産量をＱＥと

あらわし当期の生産数量をＱであらわすと，その期の単位あたり作業時間

ｕは，次式のようにあらわされる。

ｕ＝laQEb-a(ＱＥ＋Ｑ)blQ￣’（１０）

そこで，習熟効果を考慮しないときの標準作業時間をｈ筒，習熟効果を考慮

した場合の計画当初の標準作業時間をｈ爵a，その後予測が変更された後の標準

作業時間をhspであらわすと作業時間の差異については次式のようにあらわさ

れる。

ha-hs＝(ha-hsp）

+(hSp-hS剛)+(h雛1-hＪ(１１)

さらに習熟効果を考慮しない－定率の標準作業時間をｕｓ，習熟効果を考慮
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した場合の計画当初の単位あたり標準作業時間をｕ雛,，予測が変更された後の

単位あたり標準作業時間をuspであらわすと，（11)式は，次式のように変形さ

れる。

ha-hS＝(Ua-USp)Ｑ,＋(USp-USa)Ｑ

+(us1,-uJQ （12）

（12)式の作業時間差異の部分では，特に右辺第２項は，習熟曲線の予測に関

する差異，第３項は習熟効果を考慮するか否かによる差異となる。

以上の様な分析により学習効果，特に作業の反復により能率の向上が得ら

れ，作業時間の低減がもたらされるという経験則にもとづく習熟効果を考慮す

ることにより，学習と創造の経営システムにおける原価差異分析が可能となる

と考えられる。

Ｓ，おわりに

本論文では，日本的管理会計を前提とし，まず自律的組織とコストマネジメ

ントについて整理し，コストマネジメントにおける学習効果と原価改善・原価

維持の関係を明らかにした。また，学習効果が発現すると考えられる自律的組

織を前提とし，学習効果のなかでも習熟効果については，その効果の認識・測

定が定量的に容易に把握可能なことから，原価維持活動について習熟効果を考

慮した原価差異分析を検討した。なお，原価差異については，計画実施時点以

降に経営環境等が変化し計画自身の変更がなされた場合の予測にかかわる差

異について，いかに分析しうるかについても提案を行った。

なお，習熟曲線を特定化するパラメータ，すなわち最初のｌ単位を生産する

のに必要な作業時間ａおよび減少率Ｋの推定については，本論文では特に言

及しなかったが，その推定にあたっては重回帰分析の適用等が提案されてお

り，その検討も重要である。それらについては，その簡便法の検討も含め今後

の課題としたい。
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注

ｌ） 門田によれば「１１本の製造業における原価管理システムは，本質的には利益管

理のためのマネジメント・システムであって，原価企Ulli・原価改善・原価維持

の３本柱から構成されている。このような体系は，もともとはトヨタ自動車が

開発したものであるが，今ロでは自動車産業のみならず，他の多くの製造業種

でも広く普及してきている｡」とされる（門田1993,ｐ42)。

山田2006,ｐ25参照。

門田2006,ｐ293参照。

門田1994,pp220-221参照。

門田1994,pp304-307に詳しい。

櫻井によれば「経験'''1線は，新製品の開発から生産を続行していくに従って製

品系列別の総原価が減少していく事実を示す。直接労務費だけではなく，直接

材料費や製造間接費，および営業費にも低減効果が認められる。これは，生産

の続行により革新的な技術革新が起きたり，新材料を使うこと，あるいは新し

い生産方法が開発されるためである｡」とされる（櫻井2012,ｐ280)。

浜田1996,ｐ､56参照。

伊藤2009,ppl83-l94に詳しい。

2）

3）

4）

5）

6）

7）

8）
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